
2025（令和 7）年 10月号 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
  

最新・行政の動き 

育休代替者雇用の助成拡充 介護休暇有給化促す 厚労省・8年度両立支援施策 

厚生労働省は令和８年度、両立支援等助成金の拡充など、育児・介護と仕事の両立支援に関する取組

みを強化します。同助成金は、中小企業における仕事と育児・介護の両立に向けて、業務代替の体制整

備や柔軟な働き方の導入を含めて支援するものです。８年度の予算概算要求において、関連費用として

７年度当初予算を１割程度上回る 392億円を計上しました。一部のコースについて、支援対象とする企

業の範囲を拡大するほか、取組み期間に応じた最大支給額の引上げなどを行います。 

育休中等業務代替支援コースでは、育休中の労働者や時短勤務者の業務を代替する者への手当支給を

行う場合の助成対象について、雇用労働者数の要件を撤廃します。 

育休取得者の代替要員の新規雇用に関しては、新たに対象を 300人以下企業全体に拡大するとともに、

最大支給額を引き上げます。現行制度では、代替期間に応じて７万円（７日以上 14 日未満）～67.5 万

円（６カ月以上）を支給。８年度は最大で 81 万円（１年以上）とする方針です。プラチナくるみん認

定事業主の場合は支給額を割り増し、代替期間が１年以上なら 99万円を支援します。 

介護離職防止支援コースでは、有給の介護休暇制度を導入した場合に新たに 30 万円を支給します。

休暇が年 10日以上の際は 50万円と手厚くします。 

このほか、柔軟な働き方の導入など両立に向けた個々の中小企業の課題・状況に応じ、社会保険労務

士などの専門家がアドバイスする中小企業育児・介護休業等推進支援等事業も強化します。企業への支

援を行う「仕事と家庭の両立支援プランナー」の数を増員する考えで、改正育児・介護休業法に基づく、

柔軟な働き方の実現のための個別周知・意向確認や、介護に関する雇用環境整備などについて、各社・

労働者の現状をヒアリングし、課題を踏まえた効果的な手法を提案していきます。 
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ニュース 

最賃平均 1121 円に 過去最大の
66円引上げ 答申結果 
 厚生労働省は、全国すべての地方最低賃金審議
会で令和７年度の地域別最低賃金の改定額を答申
したと発表しました。47 都道府県の引上げ額は
63～82 円で、改定後の全国加重平均額は 66 円
（6.3％）上昇して1121円になります。上昇額は
５年連続で過去最大となり、39 県で中央最低賃
金審議会が示した「目安」を上回りました。 
改定後の最高額は東京の 1226 円で、最低額

は高知、宮崎、沖縄の 1023 円となります。最
高・最低額の差は現在の 212円から 203円に縮
まり、最高額に対する最低額の比率も 81.8％だ
ったものが 83.4％に高まるなど、地域間格差が
縮小します。 

 
ストレスチェックの義務拡大で 
手引き作成に着手 厚労省 
労働安全衛生法の改正によりストレスチェッ

クの実施義務が労働者 50人未満の事業場まで拡
大することを受け、厚生労働省が小規模事業場
向けのマニュアルの作成に乗り出しました。 

メンタルヘルス対策に関する有識者検討会の
下に設置するワーキンググループで、今年 11月
ごろまで 50人未満の事業場に適したストレスチ
ェックの実施方法について検討します。その後、
有識者検討会や労働政策審議会安全衛生分科会
での議論を経て、今年度末～来年度初めをめど
にマニュアルを公表し、周知を進める方針です。 
ワーキンググループでは、ストレスチェック

の実施を外部委託する際の事業者のかかわり方
や委託先の選定方法のほか、労働者が安心して
面接指導の申出をできる環境整備のあり方など
を論点とします。労働者のプライバシー保護の
観点に留意した集団分析・職場環境改善の取組
みについても検討します。 
ストレスチェックに関する改正は、令和 10年

５月までに施行されます。 
 
求人票の書き方助言 外国人材活用
を積極化 東京労働局 

 東京労働局は、人手不足に悩む企業に対し、
外国人活用を積極的に働き掛けていきます。求
人に応募が来ない事業所に対し、ハローワーク
から「〇〇国籍の方が活躍中」といった、外国
人求職者の目を惹くような求人票の書き方を指
南します。 
 同労働局管内では、在留資格「留学」の外国
人が就労ビザに移行するほか、資格外活動を行
うケースを中心に、外国人の求職申込みが増え
ています。今年６月に開いた留学生対象の合同
就職面接会には、例年の３倍近い 2700 人が集
まりました。 
 同労働局職業対策課は、「日本で働きたい外
国人と、人手不足の企業とが、うまくマッチし
てほしい」と話します。応募が集まらない企業
や外国人受入れに興味がある企業に対し、外国
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人の応募が増えるよう支援します。具体的には、
事業所の状況やニーズを拾いながら、「〇〇国
籍の方が〇人勤務しています」、「海外で活躍
できる人材を募集します」などの文言を求人票
に盛り込むようアドバイスします。 
 外国人雇用に障壁を感じる企業には、「外国
人雇用管理アドバイザー」の活用を勧めます。

アドバイザーは、都道府県労働局ごとに設置さ
れており、同労働局では、社会保険労務士や出
入国管理機関の出身者など３人が担当していま
す。外国人から需要の高い一時帰国への対応、
文化への配慮など、専門的な助言を行っていき
ます。 
 

調査 

ＡＩ業務利用に学歴差 2025年度「新入社員意識調査」 
 一般社団法人日本能率協会が新入社員向け公開教育セミナーの参加者 657人を対象に行った調査で、
ＡＩの利用経験や仕事での利用意欲には学歴間で差があることが判明しました。「ＡＩを使って仕事を
したいですか」と尋ねたところ、高卒の15.5％が「できればしたくない」と答えています。「（積極的
に）したい」は 13.0％で、大卒の 34.8％、高専・専門・短大卒の 25.9％に比べて低くなっています。 

 今まで使ったことがあるＡＩの種類を尋ねた設問では、「ChatGPT」が 79.8％で最も高くなりまし
た。一方、高卒者に限ると、57.8％しか利用経験がありません。同協会人材戦略研究所の牧野光昭所長
は、「高卒は大卒や短大卒に比べて授業でＡＩを利用する機会が少ない」と指摘。「企業は全社員のＩ
Ｔリテラシーを底上げする体系的な教育機会を提供し、スタートラインを揃える必要性が高まっている
のではないか」と分析しています。同協会では、新入社員とマネジメント層の双方に向けた、ＡＩ活用
研修の開講を検討しています。 
 

今月の実務チェックポイント 

被扶養者認定における年間収入要件の改正 

認定日が令和７年 10月１日以降で、扶養認定を受ける方が 19歳以上 23歳未満の場合（被保険
者の配偶者を除く）は、現行の「年間収入 130 万円未満」が「年間収入 150 万円未満」に変わり
ます。令和７年 10 月１日より前の期間について認定する場合、19 歳以上 23 歳未満の被扶養者に
かかる年間収入の要件は 130万円未満で判定することになりますので注意が必要です。 

 
なお、配偶者には届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含みます。 
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また、年間収入とは、過去の収入のことではなく、被扶養者に該当する時点および認定された日
以降の年間の見込み収入額のことをいいます。 
雇用保険の基本手当等、公的年金、健康保険の傷病手当金や出産手当金も被扶養者の認定要件で

は、収入要件に含まれますのでご注意下さい。 
 
年齢については、扶養認定日が属する年の 12月 31日時点の年齢で判定します。 
 
扶養認定を受ける方が同居している場合には、被扶養者の収入が扶養者（被保険者）の収入の半

分以上の場合であっても、扶養者（被保険者）の年間収入を上回らないときで、日本年金機構がそ
の世帯の生計の状況を総合的に勘案して、扶養者（被保険者）がその世帯の生計維持の中心的役割
を果たしていると認めるときは被扶養者となることがあります。 
健康保険組合の場合は、健康保険組合へお問い合わせ願います。 

 
外国籍の配偶者を被扶養者（国民年金第 3 号被保険者）とする場合は、被扶養者該当届書と一緒

に「国民年金第 3号被保険者ローマ字氏名届」を提出します。 
「ローマ字氏名届」は、「国民年金第３号被保険者関係届」を電子申請により手続きされる場合

に限り、「国民年金第３号被保険者関係届」の電子添付書類として画像ファイル（PDF 形式・
JPEG形式）による提出が可能です。 

 
これまで 130万円以上であったために被扶養者として認定されなか

った方が収入要件が 150万円未満になることで、被扶養者として認定
されるケースが増えることが予想されます。 
 

 

助成金情報 

人材確保等支援助成金（雇用管理制度・雇用環境整備助成コース） 
 
事業主が、求職者や従業員にとって「魅力ある職場」を創出するため、新たに雇用管理制度や業

務負担軽減機器等（従業員の直接的な作業負担を軽減する機器・設備等）を導入し、その適切な運
用を経て従業員の離職率の低下が図られた場合に、最大 230 万
円（賃金要件を満たした場合は最大 287.5 万円）を助成する制
度です。 
賃金要件とは、整備期間中に、雇用管理制度または雇用環境

整備の措置の実施と併せて、対象労働者名簿に記載された対象
労働者の毎月決まって支払われる賃金を５％以上引き上げる取
り組みです。 
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【助成内容および助成額】 

導入が必要なメニュー 助成額 上限額 

雇用管理制度の導入 

賃金規定制度：賃金規定および賃
金表を整備する取組 

40万円 
（50万円） 

80万円 
（100万円） 

諸手当等制度：諸手当制度、退職
金制度または賞与制度を導入する
取組 
人事評価制度：生産性向上に資す
る人事評価制度を導入する取組 
職場活性化制度：メンター制度、
従業員調査（エンゲージメントサ
ーベイ）または１on１ミーティ
ングを導入する取組 

20万円 
（25万円） 

健康づくり制度：人間ドックを導
入する取組 

業務負担軽減機器等の導入（労働者の業務負担の軽減が図
られる機器・設備等の導入） 

対象経費の 1/2 
（62.5/100） 

150万円 
（187.5万円） 

・かっこ内の金額は、賃金要件を満たした場合の額 
・上限額は、複数の雇用管理制度または労働者の業務負担の軽減が図られる機器・設備等を導入し
た際の助成上限額 

 
【助成金の対象事業主】 
１．雇用保険の適用事業の事業主であること。 
２．雇用管理制度等の整備に関する計画を都道府県労働局長に提出し、認定を受けた事業主である

こと。 
３．計画の認定申請日から計画期間の末日までの間において、同一の労働者を最低１名は適用対象

労働者として継続して雇用していること。 
４．認定された計画に基づき、雇用管理制度または業務負担軽減機器等を新たに導入し、対象労働

者の２分の１以上に対して、当該制度・機器を実施・利用していること。 
５．導入した雇用管理制度および業務負担軽減機器等を評価時離職率算定期間の末日まで運用また

は使用していること。 
６．離職者がいる場合、一定の条件を満たすこと。 
など 
 
【支給までの流れ】 
１．雇用管理制度等整備計画の作成・提出 
  提出期間内に、本社の所在地を管轄する都道府県労働局へ提出 
２．認定を受けた雇用管理制度等整備計画に基づく雇用管理制度または業務負担軽減機器等の導入 
  ※雇用管理制度を導入する場合は、労働協約または就業規則への明文化が必要 
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３．雇用管理制度または雇用環境整備の措置の実施 
  ２で導入した雇用管理制度または業務負担軽減機器等を計画どおりに実施・利用 
４．支給申請（評価時離職率算定期間終了後２カ月以内） 
  本社所在地を管轄する都道府県労働局へ提出 
５．助成金の支給（最大 230万円（賃金要件を満たした場合、最大 287.5万円）） 
 
＊制度の詳細は厚生労働省 HP 人材確保等支援助成金（雇用管理制度・雇用環境整備助成コース）
のご案内等をご参照ください。 
 
 

 

 

 

今月の業務スケジュール 

 

労務・経理 慣例・ 行事 
●９月分の社会保険料の納付 
●９月分の源泉徴収所得税額・特別徴収住民税額の納付 
●労働保険料（第２期分）の納付（延納申請をした場合） 
●労働者死傷病報告の提出（休業４日未満の労働災害等、
７～９月分） 

●全国労働衛生週間 
●健康強調月間 
●高年齢者雇用支援月間 
●中小企業退職金共済制度加入促進強
化月間 


